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研究成果の概要（和文）： 本研究は、小売企業の成長を支える組織基盤の構築プロセスを解明することを目的とする
。集権的な意思決定による成長戦略と分権的組織による組織能力の向上による成長戦略との併存を想定した。国内外の
複数事例分析及び、全国の小売企業を対象とする質問紙調査を実施した。事例研究では、小売及び製造小売企業におい
て、トップマネジメント主導の大規模投資による成長戦略を確認し、ビジネスモデルの類型化を行った。実証研究では
、企業の革新性の正の影響に加え、組織基盤として情報システムの統合の影響が収益性に影響を与えることが明らかに
なった一方で、地域レベルでの標準化戦略は業績に負の影響を与えることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）： This study aims to clarify the organizational development process to support 
rapid growth in retail sectors. Theoretically, there are two types of growth strategies for retailers: a 
top-down centralized strategy based on economies of scale and an organizational learning strategy 
conducted by decentralized organizations. A survey and multiple case studies on the domestic and overseas 
retail sectors were employed. The case studies showed rapid growth through top management initiative. The 
empirical study revealed the positive effects of retailers’ “innovation orientation” on the growth of 
sales and profit and those of “information system integration” on profit, and the negative effects of 
standardized strategies in regions on the growth of sales and profit. In addition, the effects of 
merchandising strategies and buyer behaviour on operational improvement were examined. The study 
contributes to the field by examining the determinants of growth specific to retail companies.
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１．研究開始当初の背景 
小売企業の中には、積極的な設備投資、

M&A 戦略をもとに規模拡大をはかり、急速

な成長戦略に基づく、川上への垂直統合や、

海外における多店舗展開、業態開発を行う企

業が台頭しているという状況が見られた。加

速的成長に伴い、小売企業は、事業拡張に対

応した複雑な組織体制を持ち、戦略的なマネ

ジメントを実践していると観察される。しか

しながら、その戦略の前提条件や、促進要因、

さらに管理形態についての学術的な蓄積は

いまだ不十分であることが課題であった。 

先行研究から得られた知見をもとに、小売

企業の成長は、多数店舗の空間的分散に伴う

店舗運営の特殊性や商品調達と供給ネット

ワークの複雑性に特徴づけられ、製造業の規

模拡大に基づく成長とは異なる経路を辿る

ことが予想された。本部と店舗とを持つ小売

企業の組織的な特徴と、成長のための国際進

出という問題において、集権的―分権的な意

思決定の選択や、進出市場への標準化―適応

化戦略の選択という組み合わせによるモデ

ルが想定された。 

小売企業の成長戦略においてはトップマ

ネジメント主導の、高い成長目標設定と大規

模投資に基づく、規模の経済性を追求したビ

ジネスモデルを構築するプロセスと、高い成

長率に伴う企業内部の組織の拡大やサプラ

イチェーンの企業間関係の拡大に対応した

組織能力を高速に増殖させるというプロセ

スとが想定される。前者は、集権的な戦略的

意思決定と投資リスクの積極的な受容によ

って支えられ、後者は分権的な組織体制によ

る、現場レベルでの知識管理の重要性が想定

される。これら実務的、理論的な課題を踏ま

え、本研究を開始した。 
 
２．研究の目的 
本研究は、小売企業の加速的成長について、

成長を支える組織基盤の構築プロセスに注

目し、前提条件から戦略策定、組織行動、成

果に至る因果モデルの構築・検証、および、

加速的成長のための基盤構築プロセスの類

型化を行うことを目的とするものである。こ

の基盤構築とは、小売企業の組織構造や企業

間ネットワーク構築と管理を意味する。本研

究では、製造業とは異なる小売企業の成長を

説明する論理を明らかにすることをめざす。 

 
３．研究の方法 
 小売企業と製造小売企業を対象に、定量お

よび定性的な方法を用いて研究を実施した。

初年度は研究メンバーが数名のグループに

分かれ、それぞれ小売企業の志向と戦略、

MD(商品政策)、供給体制と組織的整備、組織

学習、人事管理等のテーマに従って、事例研

究および実証研究を進めた。またメンバー全

体で小売企業の加速的成長について理論的

に検討し、各々の研究成果を分析フレームに

組み込む形で、小売企業の成長メカニズムを

説明する概念モデルを検討した。理論的サン

プリングに基づく複数事例研究を実施し、ト

ップマネジメントを含む複数階層や複数職

能へのインタビューを実施し、一次情報の取

得を行った。2 年目は小売成長を促進する組

織的要因が仮説的に特定化されてきたこと

を踏まえ、研究メンバー全員により、理論的

フレームワークを統合後、それに基づいて質

問紙調査を上場・非上場小売企業の経営企画、

情報システム、営業部門の部門長に対し、実

施した。1229 社（6494 部門）に送付し、549

社より有効な回答を得た（43.4％）。 

3 年目以降は小グループでの継続的な研究

実施とともに、メンバーで実施した質問紙調

査の統計解析を行い、複数モデルを検証した。 

 
４．研究成果 

研究成果として、以下の発見物が得られた。 

（１）加速的成長と集権化―分権化組織体制 

小売業のうち、チェーン組織を持つ小売企

業は、製造業と異なり、本部組織と地域に分

散する店舗組織を持つことを特徴とし、小売



に特有の成長戦略を採用することが想定され、

本部―店舗間の集権化―分権化の構造や程度

が成長に影響を及ぼすと想定された。国内外

の急成長を遂げている小売企業、数社につい

て、製造小売企業を含め、成長戦略について

MDと出店戦略、および組織構成、サプライチ

ェーン・マネジメントの観点から詳細な事例

研究を行った。調査対象としたのは、福島に

本社をおく製造小売企業、宮崎に本社をおく

小売企業、スペイン、マヨルカ島に本社をお

く製造小売企業本社と日本オフィス、日本で

の合弁企業である。その分析結果から、トッ

プマネジメントによる成長目標に従った本部

主導の成長戦略すなわち集権的な組織体制が

成長に貢献することが確認された。発展のプ

ロセスにおいては、市場情報収集に基づいて

MDおよび供給体制を連動させる製造小売企業

がある一方で、グローバル展開においてMDお

よび店舗運営の標準化の程度を高める一方で

標準化に依らない出店戦略を組み合わせ、規

模拡大を行うビジネスシステムが機能するこ

とが明らかになった。 

（２）小売企業の組織構造と組織基盤強化 

 成長を支えるMDと組織的条件に焦点を当て

て実施した実証研究の分析結果より、組織構

造が集権的な組織になるほど，取引行為の予

測可能性が高まることでホールドアップ問題

が回避され，卸売企業や製造企業等のベンダ

ーが個別適応的な商品企画や販促企画の提案

を行う傾向にあることが明らかになった。ま

た、小売企業に特有の問題として、店舗での

非正規雇用者の管理問題が重要であり、また

集権化及び分権化された組織において店長の

役割や経験的な学習についても検証を行った。 

さらに、組織的な基盤強化として、情報通

信技術の影響が想定されたが、１）複数事例

分析に基づき、情報通信技術が促進要因とな

って、組織体制や企業間関係を強化し、小売

業における革新創出の条件となっているこ

とを明らかにした研究、２）小売企業の規模

の違いにより情報化戦略の適用範囲が異な

ることの実証に基づき、サプライチェーンま

で含む情報化が小売りの規模拡大につなが

ることを示唆した研究、３）小売企業の情報

技術の利用のしかたが、経営成果に与える影

響を、ＭＤに関する権限の集中化および公式

化の媒介効果とともに検証した研究、４）情

報技術が小売企業の顧客関係管理において

革新を起こすことを EC、CRM、マルチチャネ

ル統合の観点から整理した概念研究、及び、

マルチチャネル化とチャネル統合に注目し、

組織間調整のチャネル・ミックスに与える影

響を実証した研究等の成果が得られた。 

（３）小売企業の成長を促進する要因 

小売企業の成長要因と考えられる組織構造

の違い、MD・プロモーションにおける標準化

の程度の変数に加え、小売企業の市場志向、

小売企業による複数チャネル管理、顧客関係

管理等、様々な要因が小売企業の成長にどの

ように影響を与えるのかについて複合的な因

果関係を推定するモデルを構築し、1229社を

対象とする質問紙調査を実施した。回収標本

の分析結果から、小売企業の成長を示す変数

として、売上高と収益性（経常利益）との３

年間の成長率を用い、加速的成長を支える小

売企業の組織的条件として仮説的に想定され

る変数群（革新性志向、情報システム、戦略

上の標準化の程度等）が与える影響について

重回帰分析を用いて解析、検定を行った。結

果として、業績に正の影響を持つ影響要因と

して、企業の「革新性志向」が売上高、経常

利益の成長率において影響を持ち、また社内

情報システムの統合が経常利益成長率におい

て影響を持つことが明らかになった。一方、

予想に反し、価格やプロモーション上の標準

化は売上高成長率に対し負の影響が見られた。

この結果については商圏への適応や全社的な

管理費用とのトレードオフ関係が影響してい

ることが推測された。 

上記の通り、小売企業の基盤強化の実態を



検証したことや、小売企業の組織改革や革新、

情報通信技術援用による企業間ネットワー

ク構築や再編を通じた組織基盤の強化が企

業成果にプラスに影響することの検証を通

じて、小売企業の成長のための組織基盤構築

プロセスを明らかにし、国内外の小売企業の

組織体制や戦略の条件の違いに基づく革新

的なビジネスモデルの多様で複雑な展開を

統合的に捉える研究を行ったこと、市場志向、

市場戦略、組織基盤、組織・顧客関係管理と、

業績との相互関連について明らかにしたこ

とが本研究の成果である。また本成果は国内

外の学会および雑誌に論文掲載し、書籍も刊

行することで学界および産業界に広く公表

した。 
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